
 45

確認事項 ２ 
 
 
 
 

合 併 協 定 書 

 

 
 
 
 
 
 
上福岡市・大井町 

 

 

 
 



 46

協 定 項 目    目 次 

Ⅰ 基本的な協定項目                     ページ 

  １ 合併の方式                       -1- 

  ２ 合併の期日 -1- 

  ３ 新市の名称 -1- 

  ４ 新市の事務所の位置 -1- 

 

Ⅱ 合併特例法に規定されている協定項目 

  ５ 議員定数及び任期の取扱い                -1- 

  ６ 農業委員会委員の定数及び任期の取扱い -1- 

  ７ 地方税の取扱い -2- 

  ８ 一般職の職員の身分の取扱い -2- 

  ９ 新市建設計画 -2- 

 

Ⅲ その他必要な協定項目 

10 財産及び公の施設の取扱い                -2- 

11 特別職の職員の身分の取扱い               -2- 

12 条例・規則の取扱い                   -3- 

13 組織及び機構の取扱い                  -3- 

14 一部事務組合等の取扱い                 -3- 

15 の 1 使用料、手数料の取扱い               -4- 

  15 の 2 上下水道事業の取扱い                -4- 

16 公共的団体等の取扱い -4- 

17 補助金、交付金等の取扱い                -5- 

18 行政連絡機構の取扱い                  -5- 

19 町・字名の取扱い                    -5-   

20 慣行の取扱い                      -5- 

21 国民健康保険事業の取扱い                -5- 

22 介護保険事業の取扱い                  -6- 

23 清掃事業の取扱い                    -6- 

24 の 1 学校教育事業の取扱い                -6- 



 47

24 の 2 社会教育事業の取扱い                 -7- 

  25 の 1 電算システム事業の取扱い               -7- 

25 の 2 広報広聴関係事業の取扱い               -7-   

25 の 3 保健事業の取扱い                   -7- 

  26 の 1 障害者福祉事業の取扱い                -8- 

26 の 2 高齢者福祉事業の取扱い                -8- 

26 の 3 児童福祉事業の取扱い                 -8- 

26 の 4 保育事業の取扱い                   -9- 

26 の 5 生活保護事業の取扱い                 -9- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 48

Ⅰ 基本的な協定項目  

1 合併の方式 
    上福岡市及び入間郡大井町を廃し、その区域をもって新しい市を設置 
する新設合併とする。 

 
2 合併の期日 

    合併の期日は、平成１７年１０月１日とする。 
    

3 新市の名称 
    新市の名称は、ふじみ野市とする。 
 

4 新市の事務所の位置 
    新市の事務所の位置は、当面、現在の上福岡市役所の位置（上福岡市 
福岡１丁目１番１号）とする。 
 ただし、現在の上福岡市及び大井町の庁舎については、同格と位置付 
け、それぞれ上福岡庁舎、大井庁舎と呼称する。 
 また、上福岡庁舎に管理機能を置くとともに、分野別機能は両庁舎に 
配置する総合支所方式とし、住民サービスの低下を招かないようにする。 
 なお、上福岡駅西口にある上福岡市役所出張所については、現行のと 
おり出張所とする。 

 
    
Ⅱ 合併特例法に規定されている協定項目 

5 議員定数及び任期の取扱い 
    １市１町の議会の議員で被選挙権を有する者は、市町村の合併の特例

に関する法律（昭和４０年法律第６号。以下「合併特例法」という。）第

７条第１項第１号の規定を適用し、平成１９年４月３０日まで引き続き

新市の議会の議員として在任する。 
 

6 農業委員会委員の定数及び任期の取扱い 
    農業委員会については合併時に統合するものとし、農業委員会の選挙

による委員であった者は、合併特例法第８条第１項第１号の規定を適用
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し、合併後１年間引き続き新市の農業委員会の選挙による委員として在

任する。 
 

7 地方税の取扱い 
    上福岡市及び大井町で差異のある税率については、都市計画税率だけ

であるので、次のとおり取り扱うものとする。 
（１）都市計画税の税率は、０．２５％とする。 

     なお、他の税目については相違がないため、現行のとおりとする。 
 

8 一般職の職員の身分の取扱い 
    上福岡市及び大井町の職員である者は、すべて新市の職員として引き

継ぐものとする。 
（１）職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、適正

化に努めるものとする。 
（２）職名等については、人事管理等及び職員の処遇の適正化の観点か

ら、合併時までに調整し、統一を図る。 
（３）職員の給与等については、職員の処遇及び給与の適正化の観点か

ら統一を図る。なお、現職員については、現給を保障する。 
 

9 新市建設計画 
    新市建設計画は、別添「新市建設計画」に定めるとおりとする。 
 

   

Ⅲ その他必要な協定項目 

10 財産及び公の施設の取扱い 
    上福岡市及び大井町の所有する財産及び公の施設は、すべて新市に引

き継ぐものとする。 
 

11 特別職の職員の身分の取扱い 
  （１）新市の市長については、法の定めるところにより、合併から５０ 

日以内に選挙を行う。その間は職務執行者を置く。 
（２）特別職（常勤）及び行政委員会委員等については、すべて失職し、
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新市の長が新たに選任する。ただし、選挙管理委員会、教育委員会、

固定資産評価審査委員会については、市長職務執行者が暫定委員会

を設置するものとする。 
（３）その他、法令等に定めのない、給与や報酬、定数等については、

１市１町の長が別に協議して定める。 
 

12 条例・規則の取扱い 
    条例、規則については、各協定項目の調整方針に基づき統一し、新市

における事務事業に支障を来さないよう、整備するものとする。 
 

13 組織及び機構の取扱い 
   新市における組織・機構については、住民サービスが低下しないよう

十分に配慮することを前提に、次の方針に基づき合併時までに整備する

ものとする。 
   （１）住民の声を適正に反映することができる組織・機構 
  （２）住民が親しみやすく、利用しやすい組織・機構 
（３）指揮命令系統がわかりやすい組織・機構 
（４）責任の所在が明確な組織・機構 
（５）新市建設計画を円滑に遂行できる組織・機構 

   （６）簡素で効率的な組織・機構 
   （７）行政課題に即応できる組織・機構 
   （８）地方分権へ柔軟に対応できる組織・機構 
（９）緊急時に即応できる組織・機構 

 
14 一部事務組合等の取扱い 
（１）入間東部地区衛生組合、入間東部地区消防組合、埼玉県市町村消

防災害補償組合、埼玉県市町村退職手当組合及び埼玉県市町村交通

災害共済組合は、合併の日の前日をもって当該組合を脱退し、新市

において合併の日に、当該組合に加入する。 
（２）彩の国さいたいま人づくり連合及び埼玉県西部第一広域行政推進

協議会は、合併の日の前日をもって当該広域連合及び協議会を脱退

し、新市において合併の日に、当該広域連合及び協議会に加入する。 
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（３）上福岡市土地開発公社及び大井町土地開発公社は、合併時に再編

する。 
（４）財団法人上福岡市運動公園施設管理公社は、新市に引き継ぐもの

とする。 
 

15の 1 使用料、手数料の取扱い 
（１）税務関係各種証明、住民票の写しの交付、印鑑証明、戸籍の謄・

抄本の交付等に係る事務手数料は、１市１町で違いがないので、現

行のとおりとする。 
（２）社会教育・社会体育施設の使用料については、当面現行のとおり

とし、新市において速やかに調整する。ただし、減免等の制度に差

異があるものは、合併時に統一する。 
（３）道路占用料は、上福岡市の例によるものとする。 

     

15の 2 上下水道事業の取扱い 
（１）水道料金は、上福岡市の例を基に調整する。 

（２）水道利用料加入金は、大井町の例を基に調整する。 
（３）下水道使用料は、上福岡市の例を基に調整する。 
（４）受益者負担金は、合併後当分の間現行のとおりとする。合併後、

新たに下水道整備区域を拡大する場合は、統一を図る。 
 

16 公共的団体等の取扱い 
   公共的団体等については、新市の速やかな一体性を確立するため、そ

れぞれの実情を尊重しながら次の方針で統合整備に努めるものとする。 
（１）１市１町に共通している団体は、合併時に統合するよう調整に努

める。 
ただし、実情により合併時に統合できない団体は、合併後速やか 
に統合するよう調整に努める。 

（２）１市１町に共通している団体で、統合に時間を要する団体は、当

面現行のとおりとし、１０年を目処に統合するよう調整に努める。 
（３）１市１町独自の団体は、現行のとおりとする。 
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17 補助金、交付金等の取扱い 
   補助金、交付金等については、その事業目的、効果等を総合的に勘案

しながら、これまでの経緯、実情等に配慮し、次により調整するものと

する。 
（１）１市１町で同一又は同種の補助金については、できるだけ早い機

会に関係団体の理解と協力を得て、統一の方向で検討する。 
（２）１市１町それぞれ独自の補助金等については、従来の実績を尊重

し、新市に移行後、新市全体の均衡を保つよう調整する。 
（３）整理統合できる補助金等については、新市に移行後、統合するよ

う調整する。 
 

18 行政連絡機構の取扱い 
    行政連絡機構については、当面現行のとおりとし、合併後に、町会・

自治会等住民組織と協議するものとする。 
 

19 町・字名の取扱い 
    上福岡市及び大井町の町字名は、現行のとおりとする。 
ただし、同一又は類似の町字名は、１市１町の長が協議して定める。ま

た、住所の名称から「大字」を除く。 
 

20 慣行の取扱い 
 市町章、憲章、花木鳥などの慣行については、新市において検討する

ものとする。 
ただし、従来の実績等を勘案し、新市に引き継ぐべきものについては、

新市において継続するものとする。 
 

21 国民健康保険事業の取扱い 
   （１）賦課方式、税率、限度額については、新市において統一を図る。

ただし、それまでの間は、現行のとおりとする。 
（２）納期については、合併時までに調整する。 
（３）高額療養費資金貸付については、上福岡市の例により調整する。 
（４）人間ドック補助、保養施設利用補助については、大井町の例によ
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り調整する。 
（５）運営協議会については、新市において新たに設置する。 
 

22 介護保険事業の取扱い 
   （１）賦課方式については、現行のとおり保険料とする。 
（２）１号被保険者の保険料については、保険料改定年度（平成１８年

度）にあわせて統一を図る。 
（３）低所得者軽減制度は、実施する方向で合併時までに調整する。 
（４）納期は、現行のとおり８期とする。 
（５）介護認定審査会については、新たに設置する。 
（６）在宅サービス、施設サービス等は現行のとおりとする。 
（７）サービス利用料は、現行のとおり１割負担とする 
（８）利用料負担軽減については、合併時までに調整する。 

 

23 清掃事業の取扱い 
  （１）ごみの収集方法（分別）及び収集回数については、処理施設の整 

備状況及び集積場の状況、収集方法の周知などの課題から、当面現 
行のとおりとし、新市において作成する一般廃棄物処理計画に基づ 
き調整する。 

（２）ごみ処理・処分手数料は、上福岡市の例による。 
（３）申請手数料については、大井町の例による。 

 

24の１ 学校教育事業の取扱い 
（１）通学区については、当面現行のとおりとするが、市町境の地域に

ついては、弾力的運用に努める。また、新市において、学校の適正

規模、適正配置と併せて、通学区域の見直しを行う。 
（２）給食センターは新市に引き継ぐものとする。また、学校給食は、

会計方法、給食費とも上福岡市の例による。 
（３）私立幼稚園就園奨励費、貸付制度等各種支援制度については、上

福岡市の例による。 
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24の 2 社会教育事業の取扱い 
（１）生涯学習計画は新たに策定する。 
（２）社会教育施設・社会体育施設は、新市に引き継ぐものとする。た

だし、業務については、当面は現行のとおりとする。 
（３）社会教育事業・社会体育事業については、当面は現行を基本に実

施するが、新市において、一体感を醸成する視点から計画を作成す

る。 
（４） 指定文化財等は、新市に引き継ぐものとする。 
（５） 社会教育委員、公民館運営審議会、図書館協議会、文化財審議会

及び体育指導委員については、新市において新たに設置する。 
 

25の 1 電算システム事業の取扱い 
      電算システム事業は、住民生活に支障を来さぬよう合併時に統合 

を図るものとする。 
ただし、合併時に必ずしも統合を要しない単独処理業務システム 
は、新市において調整する。 
 

25の 2 広報広聴関係事業の取扱い 
（１）広報紙の発行は、現行と同様に月１回とする。 
（２）その他の広報事業については、合併時に統合し、引き続き情報の

提供に努める。 
（３）提案制度等の広聴事業については、合併後速やかに充実を図る。 
（４）相談業務は、現行の業務を実施できるよう調整する。 
 

25の 3 保健事業の取扱い 
（１）乳幼児医療費助成及びひとり親家庭医療費助成については、相違

がないので現行のとおりとする。 
（２）成人保健事業、精神保健事業、母子保健事業及び予防接種につい

ては、１市１町で概ね共通しているので、継続して実施することと

する。 
（３）保健施設は、現行のまま新市に引き継ぎ、新市において、整備・

運営計画を策定する。 
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（４）休日急患診療及び在宅当番医制については、受託団体と調整の上

現行の内容を基本に新市に引き継ぐ。 
 

26の 1 障害者福祉事業の取扱い 
（１）障害者福祉計画は、新市において新たに策定する 
（２）重度心身障害者医療費の助成、特別障害者手当、障害児福祉手当、

経過的福祉手当等については、国等の制度であるため、現行のとお

りとする。 
（３）在宅重度心身障害者手当については、合併時までに統一する。 
（４）障害者施設については、現行のまま新市に引き継ぐ。 
（５）各種障害者支援事業については、現行制度を基本として、合併時

までに統一する。  
（６）障害者の就労支援事業については、新市においても引き続き実施

する。 
 

26の 2 高齢者福祉事業の取扱い 
（１）高齢者保健福祉計画は、新市において新たに策定する。 
（２）老人保健施設は、現行のまま新市に引き継ぐ。 
（３）ねたきり老人等手当については、老人介護手当に一本化し、対象

は、６５歳以上で介護度３以上とする。金額は、合併時までに調整

する。 
（４）老人支援サービスで共通する事業は、現行のまま継続するものと

し、差異がある事業は、合併時に統一する。 
（５）敬老祝金、敬老事業については、合併時までに統一する。 
（６）老人医療費の助成制度は、両市町で大きな差があるため、調整し

た上で、合併時までに統一する。 
（７）高齢者居室整備事業は、上福岡市の例による。 
（８）生きがいサービス事業については、現行サービスを下回らないよ

うに、合併時までに調整する。 
 

26の 3 児童福祉事業の取扱い 
（１）次世代育成行動計画は、新市において新たに策定する。 
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（２）児童館・児童センター及び障害児デイサービスについては、現行

のまま新市に引き継ぐ。 
（３）児童手当・児童扶養手当・特別児童扶養手当については、国・県

の制度であるため、現行のとおりとする。 
（４）児童クラブ・学童保育室については、現行のまま新市に引き継ぐ。

ただし、保育料や対象学年、運営等については、新市において、速

やかに調整を図る。 
（５）ひとり親家庭就学支度金については、上福岡市の例による。 
 

26の 4 保育事業の取扱い 
（１）保育形態は、現行のまま新市に引き継ぐ。 
（２）保育料は、国の保育料基準表を参考に、新市において適正な保育

料を算出し統一する。 
（３）保育料の減免規程は違いがないので、現行のとおりとする。 
（４）一時保育及び延長保育は、保育時間や保育料について、新市にお

いて通常保育と併せて調整する。 
（５）待機児童については、新市において、市立保育園や幼稚園との連

携等の検討を行い、改善に努める。 
（６）家庭保育室は、当面は現行のとおりとする。 
 

26の 5 生活保護事業の取扱い 
（１）給付については、法律で定められているので、現行のとおりとす

る。 
（２）福祉事務所の新規設置と職員の配置について検討し、調整する。 
（３）生活保護世帯を対象とする市町独自の事業は、従来からの経緯・

実情を考慮しつつ、調整する。 
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協議事項１ 

 

合併の是非の判断 
 
 上福岡市・大井町法定合併協議会では、新市建設計画及び合併協定項目の協議がまと

まったことを受け、上福岡市と大井町の合併については、是とするものとする。 
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その他 1

今後の合併事務の日程

① 上福岡市と大井町で合併申請書の作成・提出

② 県において申請書を受理

③ 総務省との市制施行協議

④ 総務省からの市制施行協議回答

⑤ 県議会への議案提出

⑥ 県議会の議決

⑦ 合併（廃置分合）の決定

上福岡市・大井町 埼玉県知事 総務大臣

上福岡 大井町

市議会 議会の

の議決 議決

① ② ③

協 議合併申請書の作 申 請 書

の 受 理成・提出

④

回 答

⑤

県議会への議

案提出

⑥

県議会の議決

⑦

合併 廃置分合 届 出（ ）

の決定

合併（廃置分合） 告 示

の効力の発生
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その他 2

法定合併協議会報告書(概要版)の作成について

1 目 的

両市町の住民に合併についての理解を深めてもらうため、法定合併協議会で決定され

た内容を分かりやすく解説した冊子を作成し、全戸配布するものです。

2 仕 様 A4版2色刷り・中とじ、28ページ

3 タイトル 仮称「上福岡市・大井町の未来 ～健康・安心・生きがい都市～」

4 構 成

(1) 合併の必要性と効果

(①共通する生活圏への対応②少子高齢化への対応③高度・多様化する住民ニーズ

への対応④地方分権への対応⑤厳しい財政状況への対応)

(2) 合併に伴う財政効果

(3) 新市建設計画の概要

(①環境にやさしい安全・安心なまちづくり②夢のある心豊かなまちづくり③個

性輝く活力あるまちづくり④生涯安心して暮らせる福祉のまちづくり⑤スリムで

効率的な協働のまちづくり)

(4) 合併後の暮らし(合併協定項目)

(5) 合併に関するQ&A

(6) 合併に伴う各種手続き

(運転免許証、保険証書、国民年金手帳、郵便局、不動産登記など)

5 配 布 先 上福岡市と大井町の全戸配布

6 配布予定 2月25日発行(3月1日号の広報紙と同時配布)

7 発行部数 45,000部

※ 印刷イメージは、協議会当日に配布いたします。
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その他 ３ 

各種事務事業の調整方針 
１ 基本的な考え方 
（１）対等・平等の精神 
   両市町の立場を尊重し合い、お互いに対等・平等の立場で、協議・調整する。 
（２）助け合いと温もりのまちづくり 
   市街地、周辺地域がもつそれぞれの特色を発揮し合い、すべての人々が助け合

い、安心して住み続けられる地域を目指し協議・調整する。 
（３）行政サービスの統一 
   住民福祉の向上を図り、住民生活に急激な変化をもたらさないよう、原則とし

て「サービスはより高い方に、負担はより低い方に」協議・調整する。 
   特に、両市町が行っている行政サービスのうち、それぞれの地域の特色を活か

した高水準な行政サービスについては、可能な限り、新市全域に提供できるよう

協議・調整する。 
 
２ 各種事務事業の調整方針 
各種事務事業については、次の事務事業の一元化の考え方を基に、調整を図るものと

する。 
（１）一体性確保の原則 
・・・新市に移行するとき、市民生活に支障がないよう速やかな一体性の確保に努

める。 
（２）住民福祉向上の原則 
・・・住民サービスと住民福祉の向上に努める。 
（３）負担公平の原則 
・・・行政格差を生じないように努める。 
（４）健全な財政運営の原則 
・・・新市での健全な財政運営に努める。 
（５）行政改革推進の原則 
・・・行政改革の観点から事務事業の見直しに努める。 
（６）適正規模準拠の原則 
・・・自治体の規模に見合った事務事業の見直しに努める。 

 
 




